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住宅ローン控除の調書方式  「証明書方式」から「調書方式」へ移行 

 
令和７年分の年末調整から、調書方式による住宅ローン控除の適用を受ける人が出始め 

ます。 

（1） 制度の概要 

  令和 4年度税制改正において、住宅ローン控除の適用に係る手続について、これ

までの年末残高証明書を用いる「証明書方式」から、年末残高調書を用いる「調書

方式」とする改正が行われています。 

① 「証明書方式」…住宅ローンを利用している方が、金融機関から受け取った年末残

高証明書を税務署や勤務先に提出する方法です。 

② 「調書方式」…金融機関が直接税務署に年末残高調書を提出し、納税者はマイナポ

ータルを通じて年末残高情報を取得する方法です。 

（2） 住宅ローン控除の適用を受ける手続き 

①  年末残高情報は、マイナポータルを通じて取得します。ｅ－Ｔａｘのメッセージ

ボックスに格納される年末残高情報は、マイナポータル連携により確定申告書に自

動入力することも可能となっています。勤務先が年末調整において電子データの受

付をできない場合は、国税庁の「ＱＲコード付証明書等作成システム」を利用し、

書面で出力して提出することになります。証明書方式のように金融機関等から交付

される年末残高証明書を添付する必要はありません。 

②  金融機関によっては、システム改修が間に合わない場合など、引き続き「証明書

方式」が適用される経過措置が設けられています。利用している金融機関がどちら

の方式に対応しているか確認することが重要です。 

  

 


